
経営会議の内容 

件 名 大和市市税条例の一部改正（法人市民税・軽自動車税の税率改正）について 

所 管 部 総務部 

日時・場所 平成２６年 ７月２８日（月）１４：００～１４：３５ 政策会議室 

出 席 者 

市長、副市長、教育長、病院長、市長室長、政策部長、総務部長、市民経済部長、 

環境農政部長、健康福祉部長、こども部長、文化スポーツ部長、街づくり計画部長、

都市施設部長、病院事務局長、教育部長、消防長、議会事務局長、収納課長、市民

税課長 

提 出 理 由 
地方税法の改正に伴い、市税条例を一部改正するにあたり、その内容について

了承を得るため 

会議経過 

【主な意見等】 

・条例改正による税収の影響額はどのように捉えているか。 

（所管部）法人市民税は、平成 27 年度に△2 億円、平成 28 年度に△3.7 億円と

なる見込み。また、軽自動車税については、平成 27年度に＋2千 2百

万円、平成 28年度に＋8百万円となる見通しである。 

・雪上走行車に関する税率を条例から削除するとのことだが、今後登録される可能

性はないのか。 

（所管部）対象として考えられるのはスノーモービルである。ナンバーが取得で

きるタイプのものは現在、メーカーで製造されておらず、今後の登録

は想定されない。 

・条例改正の時期を 9月議会としているのはなぜか。 

（所管部）法改正に基づく、各法人への法人市民税の新税率適用は、平成 26 年

10月 1日以後の事業年度から順次適用していく必要がある。また、軽

自動車税の税率引き上げの周知期間も確保したいため 9月に条例改正

の議案を上程するものである。 

・今回、法人市民税の一部が国税化され、地方交付税の財源となるわけだが、マク

ロで捉えたときに、大和市の収入はプラスになるのか。 

（財政課）普通交付税上の基準財政収入額は、実際の収入の 75％換算される。こ

のため、法人市民税の国税化に伴う減収分についても全額は普通交付

税による補てんが受けられないので、本市として収入はマイナスとな

る。 

 

会議結果 案のとおり、進めていく。 

 


